
 

 
 

平成 29 年６月７日 

 

土地利用行政のあり方に関する特別提言 

 

全 国 市 長 会 

 

 我が国は、超高齢・人口減少社会に移行し、空き地・空き家、耕作放棄地や荒廃森林

が増加する一方、一部において無秩序な開発が散見される。また、所有者不明土地の増

加で公共事業の執行に支障が生じたり、近年設置が相次いでいる太陽光発電施設の中に

は防災や景観上問題のあるものが発生するなど、地域社会では土地利用について様々な

課題が浮き彫りとなっている。 

 こうした都市の『縮退』・低密度化や農山漁村における課題を解決するためには、経

済的な成長や人口増加を前提とした従来の土地利用の仕組から、超高齢・人口減少時代

に適合的な土地利用の仕組に転換することが必要となっている。 

 そして、その際に何よりも重要なことは、住民の意向や地域の実情を土地利用に反映

することであり、そのためには、土地利用の現場である都市自治体において、一元的な

土地利用行政を実現することが求められる。 

 以上の認識に立って、次のとおり提言を行う。 

 

Ⅰ 一元的・包括的な土地利用行政が求められる背景  

  元来、都市的土地空間と農山漁村等の非都市的な土地空間は、連続した空間領域で

あり、相互に関連し、依存しあう性格を有している。我が国においては、近代化以降、

都市と農山漁村、森林は機能的に区分され、それぞれ別個の法制度によって計画・管

理されるようになったが、都市化が進展し、都市、農村の区別なく成熟社会を迎えて

いる現代にあっては、これらの土地空間の相互依存性はますます強まっており、一元

的・包括的に計画・管理することが望まれる。 

 

１ 超高齢・人口減少社会への移行 

  我が国は、超高齢・人口減少社会に移行し、地域社会には様々な課題が生じている。 

 

（１）都市の「縮退」・低密度化に伴う課題 

   人口減少と日常生活圏の広域化は、従来の人口フレームを基本としたまちづくり

（都市計画）が想定していない状況を生み出している。 
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   マクロに見れば、市街地の拡大が依然として続いている一方で、市街地の内部に

おいては、空き地・空き家の増加といった都市の「縮退」・低密度化が進行してい

る。また、人口減少の中で公共施設の維持管理・施設の適正配置が課題となってい

る。さらに、都市における憩いの場であり防災機能としても緑地や農地の果たす役

割が注目される中、その一翼を担う都市内の緑地や市街化区域内農地の保全の担い

手は減少している。 

 

（２）農山漁村における課題 

   農山漁村においても、耕作放棄地や荒廃森林の増加といった課題が生じているな

ど、担い手によって継続的に生産活動・管理が行われることを前提とする従来の土

地利用政策が想定していない状況が生じている。 

 

（３）日常生活圏の広域化に伴う課題 

   教育、商業、医療、就業面での日常の生活圏は拡大しており、学校の統廃合に伴

う通学手段の確保の問題が生じたり、地域によっては、生鮮食料品や日常生活用品

の入手に支障が生じたり、医療サービスに支障が生じたりするといった課題が生じ

ている。 

 

２ 土地利用における地域の課題 

（１）都市計画区域外や非線引き区域における一部の無秩序な開発 

   都市計画区域外や非線引き区域においては、一部において無秩序な開発が散見さ

れ、隣接する都市計画区域内の計画的開発との整合性が取れなくなっている。また、

無秩序な開発が進行した地域での都市基盤整備にも困難が生じている。 

 

（２）都市計画決定の見直しの必要性 

   人口増加を前提として決定した都市計画道路など都市施設のうち、人口減少下で

不要となってきているものについて、柔軟に都市計画決定の見直しを行うことが必

要となっている。 

 

（３）農業振興地域における開発の抑制 

   農業振興地域においては、農産物直売所、農家レストラン、工業用地の確保など、

農地から産業用地への柔軟な土地利用の変更等が求められているが、農業振興地域

の変更、農地転用許可には厳しい条件が付されている。また、農地区分は周辺状況

の変化に伴って変わるため、いわゆる農振白地地域の開発により、隣接する農振農

用地が優良農地でなくなり農用地から除外される「道連れ」が生じてしまう等の問

題もある。 
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（４）法が想定していない構造物への対応の困難性 

   太陽光発電施設が防災上問題となる斜面に設置されたり、景観上の支障が生じる

等の事例が全国各地で見られるが、既存法令の規制では不十分であり、市町村が独

自の条例で対応しているのが現状である。 

（５）市町村合併に伴う課題 

   市町村合併によって多くの都市自治体の区域が拡大し、都市自治体は都市部・農

村部を包含した多様性に富む地域の経営主体として、様々な土地空間の管理を担う

こととなった。都市自治体の財政状況や今後のインフラ更新を考えても、市域全体

を対象とした計画的なまちづくり・土地利用が課題となっている。 

 

（６）縦割り・多重行政の弊害 

   土地利用に係る法・計画体系や運用の実態をみると、都市的土地利用については

都市計画法、農業的土地利用については農地法・農振法といったように、縦割り・

多重行政となっている。また、農地転用許可と都市計画法上の開発許可が一体的に

なされないことで、農地転用許可後、適切な利用がなされず、空き地化や資材置き

場化する場合も散見される。さらに、都道府県との調整に時間を要し、必要な土地

利用及び土地利用の規制ができなくなる事態も生じている。 
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Ⅱ 提  言  

  我が国は、超高齢・人口減少社会に移行し、地域社会には様々な課題が生じており、

都市自治体は、これらに対応するため、土地空間を資源として有効に活用することが

必要となる。また、土地利用に係る広域的調整や、防災、水源管理、自然景観・生態

系保全等の観点から自然環境の維持・保全を行うことが極めて重要となっている。 

 

１ 超高齢・人口減少時代に適した制度への転換 

  経済的な成長や人口増加を前提とした市街地の拡大を念頭に置いた土地利用の仕

組から、都市の「縮退」・低密度化や農山漁村における課題等を踏まえた、超高齢・

人口減少時代に適合的な、総合的な視点による土地利用の仕組へと転換すること。 

  すなわち、防災、水源管理、自然・生態系保全、グリーンインフラ等の観点から、

無秩序な開発を防止し、非都市的な土地空間を保全・活用するとともに、コンパクト

シティ化やファシリティマネジメントなど都市的な土地の再利用・再開発を行うこと

が重要となっており、こうした都市自治体の取組を支援すること。 

 

２ 都市自治体による都市と農山漁村を包含した一元的な土地利用行政の確立 

  超高齢・人口減少社会に移行する中で、何よりも住民の意向や地域の実情を反映し

た土地利用が求められている。土地利用は、住民が自らのまちを守り育てていくため

の最も重要な手段の一つであり、地方分権改革の方向性とも一致している。 

  このため、土地利用の現場である都市自治体レベルにおいて、都市的土地利用と非

都市的土地利用を含めた一元的な土地利用行政を実現するための計画体系（都市・農

地・山林等市域の全体を包含する土地利用マスタープランを軸とした計画の仕組）・

法体系を構築すること（７頁「計画体系の全体イメージ図」参照）。 

 

３ 「計画なくして開発なし」の仕組の構築 

  都市自治体が意思決定した市域全体の計画体系に法的拘束力を付与し、これに基づ

かなければ新たな土地利用を行うことができないことを基本とする、「計画なくして

開発なし」の仕組を構築すること。 

  関連して、農地や森林については、当該地域を保全の必要度に応じて等級化した規

制状況を事前に周知する仕組を構築すること。 

  また、土地利用の計画の実効性を担保するため、建築物の用途や高さ・容積率とい

った、まちづくりに関係する規制を都市自治体が的確に行うことができる仕組を検討

すること。 
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４ 土地利用行政の展開のために必要な権限・事務の移譲、規律密度の緩和 

（１）権限・事務の移譲、規律密度の緩和の方向性 

   土地利用法制の多くは全国一律の規制となっているが、地域の実情や住民の意向

を踏まえて策定された計画に基づいて、都市自治体が自主的かつ総合的な土地利用

行政を展開できるよう、都市自治体へ必要な権限・事務を移譲するとともに、その

実施に係る裁量を広く認めること。 

   また、計画策定や区域指定等に係る権限と許可事務については、都市自治体への

一元化を図ること。 

 

（２）都市自治体への権限の移譲 

   土地利用に係る以下の権限について、都市自治体への権限の移譲を行うこと。 

 

  ア 都市計画の線引き権限の移譲 

    都市計画に係る権限については、そのほとんどが都市自治体へ移譲されてきた

が、残る都市計画の線引きの権限についても、政令指定都市以外の都市自治体へ

も移譲すること。 

 

  イ 農業振興地域の変更権限の移譲 

    農地転用許可権限については、指定市町村への移譲が行われたが、残る農業振

興地域の変更の権限についても、都市自治体への移譲を行うこと。 

 

  ウ 特別区への用途地域指定権限の移譲 

    用途地域は、合理的土地利用を図る最も基本的な制度の一つであり、都市構造

や都市機能の骨格に即して定める、地域に密着した制度であることから、他の市

町村と同様に、用途地域の指定権限を特別区へも移譲すること。 

 

（３）「手挙げ方式」の活用などによる段階的な権限・事務の移譲 

   都市自治体の規模に応じて権限・事務を移譲したり、移譲を希望する都市自治体

の自主性を尊重して、希望する権限・事務を選択的に移譲する「手挙げ方式」を導

入したりするなど、段階的に権限・事務の一元化を進めること。 

 

（４）規律密度の緩和 

   法律による規律密度について、例えば、条例による用途規制の強化や開発行為の

対象の追加、住民周知手続の追加ができるようにするなど、規律密度をより緩和し、

画一性を排した柔軟な仕組を構築すること。 
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５ 既存の法令の対象とならない行為の規制 

  太陽光発電施設や資材置き場など既存の法令の対象とならない土地利用について、

より小規模な開発についても開発許可の対象としたり、「電気事業者による再生可能

エネルギー電気の調達に関する特別措置法」において防災・安全の確保、景観への配

慮、周辺環境の保全、施設の適正な撤去・廃棄の観点から基準を策定して許可するな

ど、法的規制を行うこと。 

 

６ 社会状況の変化に即した都市施設等の計画の見直し 

  人口増加を前提として決定した都市計画道路といった都市施設等の整備について、

地域の実情や人口減少・縮退といった社会状況の変化に即した適切な土地利用が行わ

れるよう、市町村の計画や意向を反映しながら、速やかに見直しを進めること。 

 

７ 土地利用行政の展開に向けた所有者不明土地への対応 

  土地空間の一体的有効利用等への阻害要因となっている所有者不明土地について、

国は、都市自治体が所有者不明のままで土地利用権を設定し、必要な施設整備を行う

ことができる仕組を法令整備も含めて構築すること。あわせて、所有者とその所在を

明確化するため相続登記等のあり方について検討すること。 

 

８ 土地利用に係る広域的調整および自然環境の維持・保全等の仕組の構築 

  土地利用に係る広域的調整は、関係市町村相互の調整や都道府県による協議等を通

じて行うことを原則とすること。また、地域や都市自治体の自主性の尊重と広域的観

点からの効率的な土地利用の両立を図るべく、都市自治体の計画を優先することを基

本としつつ、都市自治体の計画と広域的な計画との整合性を確保すること。 

  また、広域的視点を踏まえ、非都市的な土地利用がなされている地域では、防災、

水源管理、自然景観・生態系保全等のために必要な保全・管理を行うことができる仕

組を構築すること。 

 

９ 土地利用行政の展開のために必要な人材の育成・確保 

  土地利用行政の中核を担うべき都市自治体が効果的かつ円滑な土地利用行政を行

うために、都市自治体の行政を補完する立場から、国・都道府県は、人的支援や、研

修等、職員の能力向上手法・機会の提供を含めた専門性の向上のための支援を行うこ

と。 
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計画体系の全体イメージ図 
（都市自治体の計画体系と国・都道府県・近隣自治体との関係性） 
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都道府県の役割

• 近隣市町村間の協議・調整の場
の設定

• 協議・調整のルールの策定
• 計画に携わる人材の補完・支援

都市・農地・山林等市域の全体を
包含する土地利用マスタープラン

全体計画

詳細計画

開発事業計画

地区A 地区B 地区C

曖昧な白地地域を
発生させない
戦略的な計画

地区の固有性を担保
する詳細な計画
住民の意向を反映
参加・合意形成

開発の手続き・調整
・地区計画

・区画整理・再開発
など

保全すべき地域の等級化・事前周知

全体計画

詳細計画

開発事業計画

近隣自治体

全体計画に即した詳細計画の策定
地区の住民の意向を全体計画へ反映

都市自治体が詳細計画の
実効性を的確に確保

全体計画のレベルで
近隣自治体・都道府県と
調整・協議を行う

7


	１－３　【総会後配布・要請用】特別提言（案なし、市長会クレジット）③
	２　計画体系の全体イメージ図③



